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要点 

 本提案は、最終化されると、事業を構成する共同支配事業の持分を取得

する場合、共同支配事業者は IFRS 第 3 号における企業結合会計の関連

する原則を適用するように、IFRS 第 11 号を修正する。 

 本提案は、「既存の共同支配事業に対する持分の取得」と、「共同支配事

業の形成時における持分の取得」の双方に適用される。 

 本提案は、本修正の発効日から、将来に向かって適用される。 

 本提案のコメント期限は、2013 年 4 月 23 日である。 

 

はじめに 

国際会計基準審議会（IASB）は、公開草案 ED／2012／7「共同支配事業に

対する持分の取得（IFRS 第 11 号の修正案）」（以下、「ED」という）を公表した。

本 ED は、共同支配事業の活動が事業を構成する場合、IFRS 第 11 号「共同

支配の取決め」で定義されている共同支配事業に対する持分の取得について

の共同事業者による会計処理のガイダンスを提案している。 

見解 

IASB のアウトリーチでは、本タイプの取引は採掘産業で普及していることが明ら

かになった。しかし、不動産、建設、自動車および通信を含む多くの業界におい

ても、本提案の影響を受ける可能性がある。 
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提案内容 

IAS 第 31 号「ジョイント・ベンチャーに対する持分」も、IAS 第 31 号を置き換えた 2013 年 1 月 1 日発効の IFRS 第 11
号も、事業を構成する共同支配事業に対する持分の取得についての会計処理を明確に扱っていなかった。その結果、

IASB は、会計処理、持に以下の事項に関して、多様性のある実務を識別した。 

 取得に関して支払ったプレミアム 

 繰延税金資産および負債 

 取得関連費用 

この多様性に対処するため、IASB は IFRS 第 11 号の修正を提案している。 

見解 

修正案が発効する前に IAS 第 31 号が IFRS 第 11 号に置き換えられると思われることを考慮して、IASB は、強制適用

されていた IAS 第 31 号を修正しないことを暫定的に決定した。 

 

IFRS 第 11 号の修正 

本 ED では、IFRS 第 3 号の事業の定義を満たす共同支配事業に対する持分の取得についての会計処理に、IFRS 第 3
号「企業結合」における企業結合会計の関連性のある原則の適用を提案している。企業結合会計についての原則には、

以下を含む。 

 識別可能な資産および負債の公正価値での測定 

 コストが発生しサービスを受け取った期間での取得関連費用の費用認識 

 のれん以外の資産および負債の当初認識から生じる繰延税金の認識 

 識別可能な取得した資産および引き受けた負債に対する移転される対価の超過額ののれんとしての認識 

さらに、IFRS 第 3 号および他の基準書における企業結合に関する開示要求についても適用される。 

見解 

IASB は、「事業の定義を満たす共同支配事業に対する持分の取得」は、取得企業が支配を有していないため、IFRS 第

3 号の適用範囲内の企業結合ではないことを認識している。しかし、IASB は企業結合の会計処理に関する原則を適用

すべきであると考えている。 
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最終決定されると、本提案は、「既存の共同支配事業に対する持分の取得」だけでなく、「共同支配事業の形成時におけ

る持分の取得」にも適用される。しかしながら、本 ED は、共同支配事業の形成が事業の形成と同時に行われる場合の

持分の会計処理を扱うことは意図していない。 

見解 

本 ED は、「共同支配事業に対する当初の持分の取得」にのみに本提案を適用すべきなのか、「事後の持分の取得」に

ついても同様に適用すべきなのかについては、特定していない。 

 

経過措置と IFRS 第 1 号の必然的修正 

本 ED は、本修正の適用日以後の共同支配事業に対する持分の取得について、初度適用企業に同一の軽減措置を与

えている IFRS 第 1 号「国際財務報告基準の初度適用」を必然的に修正するとともに、本修正を将来に向かって適用する

ことを提案している。 

発効日およびコメント期間 

本 ED は、発効日を規定していない。審議会は、ED について受領するコメントを検討した後に、発効日を決定する予定

である。 

本 ED のコメント期限は、2013 年 4 月 23 日である。 
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